
1 はじめに 

障害には、大きく分けると身体障害、知的障害、又

は精神障害の 3 つがあります。また、認知症と診断さ

れると、身体に障害がない場合は「精神障害者保健福

祉手帳」の、身体の障害が大きい場合は「身体障害者

手帳」の申請をすることができる場合があります。認

知症の方がこれらの手帳を持っていたり、市区町村長

等から一定の認定を受けていたりすれば、障害者とし

て、税務上の特例措置の適用を受けることができます。 

本号では、障害者に関する所得税、相続税及び贈与

税の特例措置について、その概要をご紹介します。 

2 所得税法・相続税法上の障害者・特別障害者とは 

所得税法・相続税法上、障害者とは精神又は身体に

障害がある一定の者をいい、特別障害者とは障害者の

うち精神又は身体に重度の障害がある一定の者をいい

ます。表にまとめると次のとおりです。 

障害者 特別障害者 

①精神上の障害により事理を

弁識する能力を欠く常況にあ

る者※1 

○a同左 

②児童相談所又は精神保健指

定医等の判定により知的障害

者と判定された者 

○b左記のうち、重度の

知的障害者と判定さ

れた者 

③精神障害者保健福祉手帳の

交付を受けている者 

○c 左記のうち、障害

等級が 1級の者あ 

④身体障害者手帳に身体上の

障害があると記載されている

者 

○d左記のうち、障害の

程度が 1 級又は 2 級

の者 

⑤戦傷病者手帳の交付を受け

ている者 

○e 左記のうち、障害

の程度が特別項症か

ら第三項症までの者 

⑥原子爆弾被爆者で厚生労働

大臣の認定を受けている者 

○f 同左 

⑦常に就床を要し、複雑な介護

を要する者 

（相続税法の場合は、このう

ち、障害の程度が上記①②④の

者に準ずるものとして市区町

村長等から認定を受けている

者） 

○g所得税法の場合は、

同左 

（相続税法の場合は、

左記カッコ書きのう

ち、障害の程度が上記

○a○b○d の者に準ずる

ものとして、市区町村

長等から認定を受け

ている者） 

⑧精神又は身体に障害のある

65歳以上の者で、その障害の程

度が上記①②④の者に準ずる

ものとして市区町村長等から

認定を受けている者 

○h左記のうち、障害の

程度が上記○a○b○d の

者に準ずるものとし

て市区町村長等から

認定を受けている者 

※1 成年被後見人はこれに該当します。 

3 所得税 

(1) 障害者控除 

① 本人が障害者の場合 

居住者である障害者本人の所得税の計算上、所得

金額から 27万円（特別障害者の場合は 40万円）

を控除します。 

② 扶養親族等に障害者がいる場合 

居住者である障害者の同一生計の配偶者、又は居

住者である障害者を扶養している親族の所得税の計

算上、所得金額から障害者 1人につき 27万円（特

別障害者の場合には 40万円、納税者等との同居を

常況とする場合は 75万円）を控除します。 

(2) 心身障害者扶養共済制度の掛金・給付金の取扱い 

 地方公共団体が条例で実施する心身障害者扶養共済

制度の掛金は、所得金額から控除します。また、これ

に基づき支給される給付金に所得税はかかりません。 

(3) 少額貯蓄の利子の非課税 

身体障害者手帳の交付を受けている者、遺族基礎年

金や寡婦年金等を受けている妻、児童扶養手当を受け

ている児童の母等が受け取る預貯金等の利子等につい

ては、一定の手続を要件に貯蓄額 350万円までは所

得税がかかりません。 

4 相続税（障害者控除） 

障害者である相続人が 85歳未満である場合には、

その者の相続税額から、次の金額を控除します。 

(1) 一般障害者（特別障害者以外の障害者）の場合 

10万円×(85歳－相続開始時の年齢)(1年未満切上) 

(2) 特別障害者の場合 

20万円×(85歳－相続開始時の年齢)(1年未満切上) 

5 贈与税（特定贈与信託の非課税） 

(1) 概要 

一定の信託契約に基づき特定障害者を受益者とする

財産の信託があった場合には、その信託受益権の価額

のうち、一定額までは贈与税がかかりません。 

(2) 特定障害者の範囲と非課税限度額 

特定障害者の範囲 非課税限度額 

特別障害者（上記 2の表の右欄参照） 6,000万円 

特別障害者以外の障害者のうち、精神

に障害がある次の者※2 

・上記 2①②③の者 

・上記 2⑧の者のうち障害の程度が上

記 2①②の者に準ずるものとして市

区町村長等から認定を受けている者 

3,000万円 

※2 身体障害者は対象外です。     
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